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パブリック市場の強みを活かして、プライベート市場でもプレゼンスを拡大

「パブリック」に加え、「プライベート領域」を拡大・強化
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プライベート(個別の顧客)に
カスタマイズされた

サービス／ソリューションの提供

上場商品

公募中心

個人、機関投資家

上場企業中心

新たな投資家層
既存顧客の新たなニーズへの対応

スタートアップ(非上場企業)

オルタナティブ投資商品
•プライベートエクイティ
•プライベートデット
•事業性資産(インフラ)
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対面中心の
ハイタッチ・サービス

デジタルの活用

ニーズ・都合にあわせた対応

デジタル債、STO

既存ビジネス
(パブリック市場

中心)
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 2025年3月期に向けた経営ビジョン「社会課題の解決を通じた持続的成長の実現」に向けて、「パブリックに加え、プライ

ベート領域を強化・拡大」



3セグメントの税前利益合計

2022年3月期上半期の業績
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2021年3月に発生した
米国顧客取引に
起因する損失

 ブローカレッジ収入の減少をストック収入が
吸収、前年並みの収益レベルを確保

 運用資産残高は過去最高を更新
 投資損益も好調

 マクロ関連プロダクト(金利、為替/EM)中心
にフィクスト・インカムが減速、インベストメン
ト・バンキングは好調

 3月に発生した米国顧客取引のポジション
処理が全て完了(追加損失を認識)

2022年3月期上半期の業績

営業部門

IM部門

WS部門

2023年3月期KGI

 前四半期並みの収益モメンタムを維持
 投信・投資一任純増ペースが加速

 前四半期を上回る収益水準～10月は低調
も、11月に入って顧客アクティビティが回復

2021年10-11月の状況

営業部門

WS部門



注力するビジネスからの収益が拡大

1. ホールセール部門のソリューション、顧客ファイナンシング 2． ホールセール部門のM&Aアドバイザリー、ECM、DCM、ALF

3. 営業部門のストック収入、インベストメント・マネジメント部門の事業収益(2020年3月期は旧アセット・マネジメント部門のアメリカン・センチュリー・インベストメンツ関連損益を除く収益、ホールセール部門のインターナショナル・ウ
エルス・マネジメント

 事業構造の改善に向けて、広義アセットマネジメント・ビジネス、資本負荷の低いオリジネーション・ビジネス、市場環境

に影響されにくいビジネスを戦略的に拡大 ～安定収益基盤を強化
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(10億円)
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広義アセットマネジメント・ビジネス3

オリジネーション・ビジネス2

市場変動の影響を受けにくいビジネス1

 残高拡大に伴ってフィー収入が増加
(営業部門のストック収入、IM部門の
事業収益)

 WS部門のアジア富裕層ビジネスも
収益拡大に貢献

 グローバル案件やサステナビリティ
関連案件を多数サポートし、M&Aアド
バイザリー・ビジネスが拡大

 引受ビジネスも貢献

 多様な資金調達ニーズに対する
ソリューション提供が拡大

 ストラクチャード・ビジネスも貢献

3セグメント収益合計に
占める割合

48%



2025年3月期経営ビジョン達成に向けた取組みと成果

 2025年3月期経営ビジョン達成に向けて、「パブリックに加え、プライベート領域の拡大・強化」を推進中

 インベストメント・マネジメントの強化、資産コンサルティング業への転換、ホールセール・ビジネスにおける収益の多様化な

どで一定の成果
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資産コンサルティング業への転換、
リテール顧客基盤の拡大

ホールセール・ビジネスにおける
収益の多様化

インベストメント・マネジメントの強化

デジタルの活用

2025年3月期経営ビジョン
「社会課題の解決を通じた持続的成長の実現」

パブリックに加え、
プライベート領域を拡大・強化

 安定収益基盤が拡大
 次世代へのアプローチが進捗
 地域金融機関との包括的提携は想定を上回る進捗

 プライベート領域の布石作りが進展
 パブリック領域では、幅広いチャネルから資金流入が
継続

 米州中心にグローバル・アドバイザリー・ビジネスが拡大
 プライベート領域ビジネスでの取組みも進捗
 アジアでは、富裕層ビジネスやアセットマネジメント・ビジ
ネスとのシナジー効果を発揮

 デジタルアセット・ビジネスへの参画

1

2
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5
Drive Sustainability.

 持続可能な地球環境の実現に向けて、2050年までの
GHGネットゼロにコミット



インベストメント・マネジメントの強化

1. 野村バブコックアンドブラウンの航空機リース関連事業、プライベート・エクイティ等の投資事業等
2. 1年間の銀行等チャネル残高の推移(2020年9月末を100として指数化)

 資産運用残高は幅広いチャネルからの資金流入を伴って、過去最高を更新
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銀行等チャネル 確定拠出年金 海外
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約9,800億円約1,200億円約2,200億円

(10億円)
(兆円)

 DC専用投信残高は1年間で3割増加、シェア

は20%に上昇

 運用パフォーマンスが評価され販売が好調、

1年間で残高が2.5兆円拡大
 銀行等のチャネルにおいて資金流入を伴いな

がら、1年間で残高は26%拡大2

1年間で約2.4兆円の資金流入

70兆円

(2023年3月目標額)

80兆円

(2025年3月目標額)

67.8兆円

(2021年9月実績)

運用資産残高に

含まれない

ビジネス1
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126 
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9月末
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3月末

2021年

9月末

55.7兆円

(2020年9月実績)

約1,500億円約2.3兆円

パブリック市場(伝統的資産を対象とする投資信託、ETF、投資顧問)における資金流入チャネルの多様化
プライベート領域／

オルタナティブ商品の拡大
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• 本投資を通じてスペースデブリ(宇宙
ごみ)除去サービスの開発に取り組

む世界初の民間企業の成長をサ
ポート

インベストメント・マネジメントの強化：

プライベート領域での取り組みが進捗

 プライベート領域での様々なビジネスが着実に進行、次のステージに向けて取り組みを加速
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 投資法人「日本グ
ロースキャピタル
投資法人」の設
立・登録

 着実な投資パイプ
ライン積上げ

 第1号案件(株式会社アストロスケール
ホールディングス)への投資実行

 「野村スパークス・イ
ンベストメント株式
会社」を設立・投資
運用業登録

 JaSFAと共同でファンド・

オブ・サーチファンドの設
立、共同での業務運営に
関する基本合意書を締結

 リアルアセット分野での更なる協業の可能性
について、両社で協議中433 

561 

690 

2020年

9月末

2021年

3月末

2021年

9月末

 主に野村アセットマネジメントが外部の運用者と提携
し、ゲートキーパーとして国内外の投資家にオルタナ
ティブ投資機会を提供

 プライベート・エクイティ、メザニンローン等のプライ
ベート・デットの運用戦略の提供に加え、インフラ、不
動産等への投資機会を提供

投資法人の上場を目指す

投資家へプロダクトを提供

関連会社との協業オルタナティブ運用資産残高

 私募出資をする
投資家を募集

 投資法人が東証
ベンチャーファンド
市場に上場

承継企業 サーチャー

後継者問題の解決
企業の成長

活躍の場

投資家

新たな投資
機会

2月 4月 9月 11月2021年 8月

オルタナティブ
運用

(10億円)

ファンド・オブ・
サーチファンド

非上場企業
への投資

 サーチファンドへの投資を目的とする投資組合(ジャパン・
サーチファンド・プラットフォーム)設立に向けた対応を実施・
継続：

• 経営者を志す人材(=サーチャー)候補者の選定
• 投資家候補へのマーケティング活動

10月

1



インベストメント・マネジメントの強化：

パブリック領域の拡大に向けた取り組み

1. NCRAM：ノムラ・コーポレート・リサーチ・アンド・アセット・マネージメント・インク
2. UCITS:欧州委員会が制定した指令(Undertakings for Collective Investment in Transferable Securities)に準拠するファンド 3.  ACI：アメリカン・センチュリーインベストメンツ

 運用パフォーマンス等が評価され資金流入が増加、銀行等チャネルや海外の運用資産残高が拡大

銀行等チャネル 海外
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投資一任残高 提携金融機関

 地域金融機関向け投資一任運用は、提携金融機関を増やしながら、運用資産残

高は1,150億円を突破

(10億円)

 ESG関連商品への資金流入が継続(2020年10月～2021年9月累計：929億円)

‒ 社会・環境課題解決に貢献する企業への投資ニーズに対応

インハウス運用力強化：長期の資産運用に資する商品提供を継続

投資一任サービスの拡大：2022年より、ウエルス・スクエア投資一任契約の代理

業務に野村證券が追加

(行/社)

過去1年間で約9,800億円の資金流入
 野村グループのグローバル顧客フランチャイズを活かした商品提供
 外部からも評価される優れた運用パフォーマンス

欧州域内に加えて、南米やアジアからの投資が拡大

野村アセットマネジメントの運用するグローバル・ダイナミック・
ボンド戦略は、運用パフォーマンスが評価され資金流入が継
続

グループネットワークを活用した商品販売：

• グローバル・マーケッツとの連携を活かして顧客リーチを更に強化
• 米州では、NCRAM・ACI3との協業による商品開発・販売を強化

投資信託

1

(10億円)

投資一任サービス その他 175
野村アセットマネジメント台湾

473

218

56

UCITS2

ハイイールド運用の高いパフォーマンスが外部から評価
 香港「アジア・アセット・マネジメント」誌の「2021 ベス
ト・オブ・ザ・ベスト・アワード」で最優秀賞を受賞

NCRAM1

台湾株式等のローカル運用プロダクトが伸長

資金流入額
約980



資産コンサルティング業への転換やマーケットの上昇もあり、お客様の評価損益が改善 ～投信・投資一任純増のモメンタムが継続

資産コンサルティング業への転換 ～安定収益が拡大(1/2)

1 出所：金融庁 「投資信託の共通KPIに関する分析について (令和3年3月末基準)」
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お客様の評価損益が改善

投資信託

運用損益別
顧客比率1

(他社比較)

投資一任
(ファンドラップ)

評価益の
契約者の割合
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2021年4月以降、投信・投資一任純増が毎月継続
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運用損益率が0%未満の顧客比率 運用損益率が0%以上の顧客比率

(2021年3月末)



資産コンサルティング業への転換 ～安定収益が拡大(2/2)

ストック収入が積み上がり、より安定した収益構造へ 安定収益のさらなる拡大に向けて ～レベルフィーの本格導入
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お客様

(既存の手数料体系)

(定期的なフォローアップ)

 残高に応じた手数料が発生するフィー体系をお客様が選択

 対象商品は「株式・債券・投資信託」(一部対象外商品あり)

 2022年4月に本格導入予定

手数料体系の複線化

残高に応じた手数料

レベルフィーの
トライアル状況

 2021年4月中旬以降、一部部店で、一定条件を満たす

個人および法人のお客様にトライアルを開始

 10月末現在、13カ店でトライアルを実施

 パートナー及びお客様の反応は良好



10,380 

17,157 

24,118 

26,857 

2019年3月末 2020年3月末 2021年3月末 2021年9月末

次世代へのアプローチを強化

1   リテールチャネル、国内のウェルス・マネジメント・グループにおける個人が対象

 コンタクトセンターの取り組みや領域別アプローチが、アクティブ顧客の低年齢化に寄与

 譲渡制限付株式報酬(RS)口座や企業型確定拠出年金など、職域ビジネスの取り組みも進捗
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現役・リタイアメント層が投信純増に寄与 株式報酬導入企業のRS口座を通じた上場企業役員への接点が拡大

現役世代の資産形成をサポート
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55－59歳

60－64歳

65－69歳

70－74歳

75－79歳

80歳以上

個人全体の
投信純増額の約95%は
現役・リタイアメント層

<2022年3月期上半期における個人投信純増1の年齢別シェア>

2

<企業型確定拠出年金(DC)向け投信残高(当社販社)>

2021年9月現在
• 企業型DCの加入者等数：64万人

1.0 1.1 

1.4 
1.6 

2019年3月末 2020年3月末 2021年3月末 2021年9月末

(兆円)

2021年9月現在
• RS導入企業数：1,072社
• 野村シェア：44%

<譲渡制限付株式報酬(RS)口座の開設数 (累計)>



2021年10月末

事業パートナーとの協業を通じた顧客層の拡大

 地域金融機関との包括的提携は想定を上回るペースで進捗

 LINE証券の口座数は業界最短で100万口座を突破～野村グループは直接・間接合わせて約900万口座にサービスを提供

11

地域金融機関との連携 ～顧客資産残高は資金流入を伴い順調に拡大 資産形成層へのサービス提供を加速

< 2020年9月23日 提携開始 >

< 2021年4月26日 提携開始 >

2

2019年12月

最終合意時

2021年9月末 中期目標

野村證券 2

山陰合同銀行 1

1 ごうぎん証券の顧客口座及び山陰合同銀行の証券顧客口座
2 野村證券 松江及び米子支店

3 阿波銀行の証券顧客口座
4 野村證券 徳島支店

5 確定拠出年金加入者数（企業型DCやiDeCo）、持株会会員数を含む
6 残あり顧客口座、職域ビジネス、及びLINE証券口座には一部重複あり

約5,800億円

8,000億円

約5,000億円

2020年6月

最終合意時

2021年9月末 中期目標

約8,500億円
1兆円

約7,500億円

顧客資産残高

野村證券 4

阿波銀行 3

 業務提携により、質の高い金融サービスを提供する営業体制を構築、新規の資金獲得に貢献し現金本
券差引は大幅にプラス

 投信・投資一任純増や新規口座開設、積み立て契約なども順調に進捗
 職域では、取引先企業向けの営業を強化し、職場積立NISAの契約企業数の増加に寄与

合計
約900万口座 6

 サービス開始から2年2カ月で100万口座を突破
～ネット証券業界最短

 2021年5月より「LINEのiDeCo」の提供を開始、2021

年度中を目処に「つみたてNISA」を提供予定

 2023年度の200万口座達成に向けて、サービスを
拡大

100万+

職域
ビジネス
259万5

残あり
顧客口座数

535万



2022年3月期

上半期

ホールセール部門収益の主な内訳1

ホールセール・ビジネスにおける収益の多様化
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3

1 2018年3月期に発生した証券担保ローン案件の評価損や2022年3月期の米国顧客損失など一過性の要因は除く
2 M&Aアドバイザリー、ECM、DCM、ALF 3． ソリューション、顧客ファイナンシング

アドバイザリー

プライマリー (引受など)

ソリューション・ビジネス

債券セカンダリー

株式セカンダリー

レポ等

56%

44%

6%

13%

25%

25%

25%

7%

36%

64%

4%

12%

19%

26%

29%

10%

ビジネス・ポートフォリオ
見直し前

(2017年3月期～2019年3月期
半期平均)

 市場の追い風を収益化できる、コア・プロダクトの強固な
事業基盤

 注力するプロダクトで高いマーケット・シェアを維持

P13

 米州を起点にグローバルにビジネスが拡大
 Greentech Capital社買収やWolfe Research社との提
携を通じて、グローバル・アドバイザリーや米州エクイティ
関連ビジネスが伸長

 多様な資金調達ニーズに対するソリューション提供を継続
‒ インフラ・ファイナンスやファンド向けファイナンス等の
ストラクチャードファイナンスで実績を積み上げ

P14～15

P16

セカンダリー・トレーディング

市場変動の影響を受けにくい

ソリューション・ビジネス3

資本負荷の低いオリジネーション・ビジネス2



コア・プロダクトでは高いマーケット・シェアを維持

 コア・プロダクトを中心に市場の追い風を享受できるプラットフォームをグローバルに構築

米国債売買高シェア1 米国RMBS証券化案件数シェア3

米国上場エクイティ・オプション収入シェア4

米国政府機関債引受シェア2

欧州国債売買高シェア5 アジア・クレジット収入シェア6

5位6位

1. 出所：Coalition Greenwich Voice of Client US Fixed Income Study 2. 出所：Bloomberg 3. 出所：Bloomberg 4. 出所：第三者調査機関 5.  出所：Bloomberg、残存期間加重売買高シェア 6. 出所：Coalition Greenwich Competitor 

Analytics 2018、2019と2020、ランキングは以下の同業他社を含む順位 (BofA, BARC, BNPP, Citi, CS, DB, GS, JPM, MS, HSBC, UBS)、市場シェアはCoalition Greenwichの業界フィー・プール、当社収益、および社内のプロダクト分類に基づき、
当社で算出
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6.5%

8.0%

5.7%

2018 2019 2020

8位

8.3%

11.7%

13.9%

2018 2019 2020

14.7%

11.1%

12.7%

2018 2019 2020

5.4%

9.6%
9.1%

2018 2019 2020 2018 2019 2020

約5%

2位3位 2位

3位1位 2位 2位10位 2位 3位4位 3位

9.3% 8.9%

11.1%

2018 2019 2020

2位3位 1位

3

約7%

約9%



ホールセール・ビジネスにおける収益源の多様化：

米州を起点にグローバル・ビジネスが拡大

1. 比較可能な2013年3月期以降のアドバイザリー収益に基づく比較

M&Aアドバイザリー：海外(特に米州)ビジネスからの収益が拡大 買収・提携戦略が、米州を中心とするグローバル・ビジネスに好影響
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3

日本

米州

欧州

アジア

2019年3月期

日本

米州

欧州

アジア

2022年3月期上半期

~40%

19年3月期 20年3月期 21年3月期 22年3月期

上半期

上半期としては
2013年3月期
以降最高1

2013年3月期以降最高1

 Greentech Capital創業者のJeffrey McDermott(ジェフリー・マクダモット)をインベストメント・バンキンググローバル・コ・ヘッド(ニューヨーク駐在)に任命
- 従来の米国における事業拡大とあわせて、今後は当社のグローバルな投資銀行プラットフォームの拡大・成長を牽引する役割を担う

グローバル・ビジネスの推進体制を強化

29

シニアアナリスト数

84

カバレッジ・
インダストリー数

605

カバレッジ社数

40+ ウルフ・リサーチ社との提携を通じたECM案件数

1H 2H 1H

2021年3月期 2022年3月期

グローバルM&A収益

ノムラ・
グリーンテック

下半期

上半期

• 米国ECMビジネスでの提携深化：共同ブランドの使用を開始

• エクイティ・プロダクトや執行ビジネスにおいても協業が進捗



2019年

3月期

2020年

3月期

2021年

3月期

2022年

3月期

ホールセール・ビジネスにおける収益の多様化

アドバイザリー・ビジネスを更に強化

 アジアを起点としたグローバルな顧客基盤を活かしつつ、サステナビリティとデジタルという、普遍性の高いテーマにフォー

カスし、米州でのユニークなポジションを確立

15

M&Aビジネスにおける野村グループの特徴

今後の成長戦略

3

米州市場でのユニークなポジショニングを確立し、
グローバルM&A収益を拡大

グローバルM&A収益

中期目標

M&Aアドバイザリーを起点とした
ビジネスの広がり

(資金調達、為替・金利ヘッジ等のソリューション)

1. 出所：Refinitiv、期間は2019年1月～2021年11月28日累計

アジアを起点としたグローバルな事業基盤 世界最大のフィープールを持つ米州での
選択的なセクター・カバレッジ

日本関連M&A

リーグテーブル1

日本=アジア
クロスボーダーM&A

リーグテーブル1

2位 1位
Financial 

Institutions

Energy,

Infrastructure & 

IndustrialsSponsor
Consumer / 

Retail

Healthcare TMT

シンジケーション等を通じた十分な
ファイナンス提供力

為替・金利ヘッジ等も含めた総合的な
ソリューション提供力

 注力するセクター横断的にニーズが見込ま
れるテーマにフォーカス、専門性を確立

 複数年かけて選択的にチームを増強

 ターゲット顧客層の明確化
‒ 注力する分野でトップクラスのお客様に
アプローチ

サステナビリティ フィンテック/デジタル

+50%

下半期

上半期



ホールセール・ビジネスにおける収益源の多様化：

多様な資金調達ニーズに対するソリューションを提供

1. 出所： IJ Global

2. 2018年～2021年11月現在(累計)

 米州ストラクチャード・ファイナンス収益が拡大 ～アジア・米州へのインフラ・ファイナンス案件など、多様な調達、運用ニー

ズに対応したファイナンス・ビジネスが伸長

米州ストラクチャード・ファイナンス収益

16

2017年3月期 2022年3月期

上半期(年換算)

3.7倍

BlackRock(米)による日本の太陽光
発電施設への投資

クリーンエネルギー開発・運営事業者
Invenergy(米)による、岩手県での風
力発電事業の信用補完ファシリティ

QIC(豪)、Ullico(米)による地区
エネルギーシステム事業者Cen

Trio(米)の買収ファイナンス

地区エネルギー

太陽光発電

風力発電

2017年3月 2021年9月

モーゲージ・ストラクチャード・レンディング残高インフラ・ファイナンス収益

2.2倍
6倍

ウェアハウスファイナンスが
拡大

日本×米州

本邦金融機関による北米・国内への

インフラ・ファイナンス2

17件／約1,100億円サポート

コミュニティソーラー発電の開発・運
営事業者Nexamp(米)による分散型
太陽光発電施設ファイナンス

Primary Energy Recycling

Corporation(米)による米発電事業リ
ファイナンス

太陽光発電

廃熱発電

米州

米州×豪州

北米インフラ・ファイナンス・ランキング1

第5位(前年10位)

インフラ・ファイナンス案件を多数サポート

3

 ファイナンス実行後、証券等に再編して、
機関投資家等に売却するなど、資本効率
を維持しつつ収益を拡大

 自社保有分に関しても、150以上のカウン
ターパーティに分散(2021年9月末)

ビジネスの特徴

2018年3月期 2021年3月期

6倍

バランスシートに過度に依拠し
ないビジネスモデルを確立

金利収入

手数料収入



2017年3月期~

2019年3月期

半期平均

2022年3月期

上半期

富裕層ビジネス

アジアの成長を享受できるビジネス・プラットフォーム

1. 米国会計原則に基づく「地域別情報」のアジア・オセアニア地域を記載。米国会計原則に基づく「地域別情報」は、その収益および費用の各地域への配分が原則として役務の提供される法的主体の所在国に基づき行われており、
当社において経営管理目的で用いられているものではありません

2. 人口に占める65歳以上の割合、 6か国(インド、中国、韓国、マレーシア、シンガポール、インドネシア、タイ)平均、出所:国連「世界人口予測」をもとに当社にて作成 3.出所 CB insights, 各国データより当社にて推計
4. 出所 アジア開発銀行研究所資料を基に当社作成,  一日当たり家計所得・消費額が10米ドル～100米ドルの人口 5.     Bloomberg 6.   GDBF:グローバル・ダイナミック・ボンド・ファンド

アジア地域は安定して全社利益に貢献.
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23.7
22.8

5.0

19.8

13.7

2017年

3月期

2018年

3月期

2019年

3月期

2020年

3月期

2021年

3月期

2022年

3月期

上半期

(10億円)

49.2

過去5年間の半期平均：
12.1

アジア地域の税前利益1
ユニコーンの急増3 中間層4の拡大高齢化の進行2

256社
(2021年)

640社
(2025年予想)

約90百万人
(2010年)

約2億人
(2020年)

平均11%

(2020年)
平均21%

(2040年予想)

アジア地域の成長ポテンシャル

富裕層の拡大 投資人口の拡大年金運用(機関投資家)の拡大

2

アセットマネジメント・
ビジネス

インドIPOシェア

第2位5

野村東方国際有限公司

インターナショナル・ウェルス・
マネジメント

 運用力に強みのあるハイ・
イールド債券やGDBF6に加

え、マルチアセットなどをアジ
アに展開

⇒P18へ

2.2倍

クレジット収益

引受ランキング

3ビジネスが
連携し、

シナジーを追求

機関投資家・
法人ビジネス

 金融市場へ流動性を供給

 法人向けに財務アドバイザ
リーや市場リスクヘッジ手段
を提供

 競争力のある機関投資家・法人ビジネス、アセットマネジメント・ビジネスに加え、富裕層ビジネスも拡大 ～安定して全社

利益に貢献

0.9

2.5

3.8

2011年

3月末

2016年

3月末

2021年

3月末

アジア運用資産残高

4.2倍

(兆円)



アジアを中心とした富裕層向けビジネス

アジアにおける富裕層向けビジネスの拡充

1. Discretionary Portfolio Management

アジア・中東の富裕層
向けサービス

上海支店

北京支店

香港オフィス

シンガポール・オフィス

野村東方国際証券
有限公司
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NEW浙江支店(申請中)

NEW 深圳支店

約440

約1,200

870

2020年12月末 2021年9月末 2021年12月末

(計画)

富裕層・機関投資家の口座開設は年間計画を上回って進捗

<富裕層ビジネス>

 上海を起点に富裕層の
多いエリアに支店開設
(4支店へ)

 対面中心にコンサルティ
ング・サービスを提供

<機関投資家ビジネス>

 一定のセグメントを定め
て戦略的にアプローチ

グループの強みを発揮

日本・アジアでの総合力

グローバルな情報を中国へ

 年間100件の顧客向けイベントを
開催(日本・AEJリサーチと協働)

 「日中資本市場研究フォーラム」

- 金融当局、業界団体、証券・運
用会社のトップマネジメントなど
約100人が来場、オンラインで
延べ22.5万回のアクセス

顧客基盤の
拡大

 RM等の中核人材を採用(今期中に90名超の体制へ)

 超富裕層に注力(直近1年で約470件の新規口座開設)

サービス・
商品の拡充

 DPM1、CIOオフィス等、洗練された資産運用サービス提供
 IB/GMとのコワークや外部ソーシングを通じて機関投資家
レベルのソリューションを提供

ホールセール部門の商品・執行プラットフォームを活用 中期的な戦略

 顧客セグメントの拡大、オンショ
ア取引への参入も検討

 ブローカレッジ、資産運用アド
バイスのバランスのとれた収益
構造を確立

2.7倍

~7 11
20+

35+64 
85 

約130

約220

0

50

100

150
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250

0

10

20

30

40

2020年3月末 2021年3月末 2023年3月末 2025年3月末

年間収益 (百万ドル)

運用資産 (10億ドル)



野村グループにおけるグローバル・リスク管理のさらなる高度化施策の概要

米国事案を受けたリスク管理の更なる高度化

 米国顧客取引に起因した損失を受けて実施したアクション(フェーズ1～4)は、すべて完了

 以下の枠組みのもと、グローバル・リスク管理のさらなる高度化を目指す

社外取締役を中心としたリスク管理へのガバナンスの強化
執行側におけるリスク管理に関する

ガバナンス体制の強化

リスク管理高度化に向けた主な施策

 レビュー結果を踏まえ、リスク管理高度
化に向けた諸施策を策定

 この諸施策を推進する為のガバナンス・
ストラクチャーを構築

本事案を受けたアクション
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取締役会による監督の深化

 リスク・アペタイト・ステート
メントに対する同意

 リスク管理フレームワーク
の主要設計に対する同意

 リスク環境の分析・検証結
果および今後の予測

 リスク管理全般の執行状
況および中長期なリスク戦
略の監督

グループ・リスク管理委員会の設置

リスク管理高度化推進委員会の設置

シニア・マネジメントによるリスク管理への関与を強化

 リスク・アペタイト・ステートメント、リスク管理フレーム
ワークの策定

 リスク管理体制強化のための対応状況等について第1

線からの報告を受け、必要な審議を実施

リスク管理のさらなる高度化に関する諸施策の
検討・実行をグループ全体で推進

 委員長：グループCEO 奥田健太郎

 副委員長：代表執行役副社長寺口智之

 委員会メンバーのJonathan Lewis執行役員が、新たに
CTOの役割を担い、高度化施策の実施状況を総覧

 この一環として、集中ポジションのモニタ
リング強化、取引先に適用される証拠金
比率の見直し、個別取引の証拠金比率
管理の強化に取組み中

✔ 完了

 リスク管理に関する各種委員会の権限
強化

 監督側の機関としてリスク委員会を設置
 統合リスク管理会議を、グループ・リスク
管理委員会に改組

フェーズ1：緊急対応

フェーズ2：PBビジネスのリスク管理フ
レームワークの見直し

フェーズ3：ホールセール部門のリスク
管理フレームワークの包括的レビュー

フェーズ4：グローバルなリスク・ガバナ
ンスの強化

✔ 完了

✔ 完了

✔ 完了

執行からの独立性の高い構成

Laura Unger取締役(社外)

島崎憲明取締役(社外、監査委員長)

Victor Chu取締役(社外)

Christopher Giancarlo取締役(社外)

Patricia Mosser取締役(社外)

小川祥司取締役(監査委員)

委員長

委員

主な施策の概要

 主にホールセール部門、リスクマネジメント、インターナル・オー
ディットに関連する部署を対象に、リスク・カルチャーのあり方、
ガバナンス、管理体制、業務プロセス等を精査

 リスクプロファイルが当社の戦略的方向性やリスク・アペタイト、
リソース配分等に整合的であるように保つ

 コンダクト関連のワークショップ、など

ホールセール部門 リスク・マネジメント部門

 フロント・オフィスでリスク・
コントロールを統括する役
割を担うグローバル・ヘッド、
エクイティのインターナショ
ナル・ヘッドを採用

 「グループ・リスク・マネ
ジメント統括部」新設

 米州ではクレジット・リス
ク管理におけるシニアス
タッフ等、重点的に採用

リスク委員会の設置

業務運営体制の強化・拡充



１．当社予想

デジタルアセット・ビジネスへのアプローチ

オリジネーション・
アドバイザリー

トレーディング・執行
取引所等
決済インフラ

カストディ・
約定処理

アセット・
マネジメント

当社
エクスポージャー

技術革新による
効用・利便性の

向上
High HighMedium

• セキュリティ・トークン(不動産セキュリティトークン等)

• 暗号資産
• ステーブルコイン、CBDC、等

資産クラス、コンテンツ(検討段階を含む)

4

2025年までの
フィープール成長

率(年)1

～30%200%以上 ～40% ～40% 

 規制環境や自社のリスク・アペタイトとの整合を取りつつ、多様化するお客様のニーズに対応できる体制を整備
 新たな収益機会の創出

Medium

～34%

Medium

バリューチェーン
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 出資・提携を中心に、デジタルアセットのオリジネーションからカストディまで、バリューチェーン上のプロダクトやサービスを

通じた新たな付加価値の提供を目指す



運用資産の
ネットゼロ達成

Drive Sustainability. – 2050年に向けたロードマップ

 持続可能な地球環境の実現に向けて、投資銀行グループとしてお客様のためにできること、そして私たち自身の取組みを

推進中
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2022年3月期 2023年3月期 2025年3月期 2026年3月期 2030年 2050年

金融サービス
グループと
しての取組み
(ネットゼロ・
バンキング・

アライアンス2

に加盟)

運用会社としての取組み
(ネットゼロ・アセット・

マネージャーズ・イニシア
ティブ3に加盟)

わたしたち
自身の取組み
(Scope 1, 2)4

グローバル主要拠点の再エネ電力比率

50%超
100%

投融資ポート
フォリオの
脱炭素化

(Scope 3)5

影響度の高いセクターの
GHG削減目標を策定

炭素排出が多い主要セクターの
GHG削減目標を策定

For our clients

サステナブルな社会に近づくリスクマネーの循環をサポート

サステナブル・ファイナンス目標 1,250億ドル1

2050年までに

投融資ポートフォリオのGHGネットゼロを達成

 アドバイザリーを通じた環境課題解決の支援
 グリーンな運用商品をより多くのお客様に提供

 企業のサステナブル経営をサポート
 インデックス開発・提供を通じたサステナブルな債券市場の発展に貢献

2050年までにGHG排出量のネットゼロ達成に向けて運用する資産

2030年時点における中間目標：運用資産の55%

 投資ポートフォリオのGHG排出量・吸収量計測
 スチュワードシップ活動

 ステークホルダーとの連携強化
 金融商品の開発

70%超

1. 2022年3月期～2026年3月期の5年間累計
2. 2050年までに投融資ポートフォリオのカーボンニュートラル(二酸化炭素ネット排出量ゼロ)にコミットする銀行のイニシアチブで、Glasgow Financial Alliance for Net Zero(GFANZ)に参加する気候変動・温室効果ガスネットゼロ

に取り組む4つのイニシアティブの一つ。野村アセットマネジメントは含まない 3. 2050年までの温室効果ガス排出量ネットゼロを目指す企業への投資を積極的に支援するグローバルの資産運用会社によ
るイニシアティブで、GFANZの4つのイニシアティブの一つ 4.      The Greenhouse Gas ProtocolにおけるScope 1、2 5.     The Greenhouse Gas ProtocolにおけるScope 3

推進する
ちから

国際的
枠組み

体制強化
サステナビリティ分野に
知見のある取締役

グループCEOが委員長を務める
サステナビリティ委員会

担当役員の任命、
組織の強化

全社員を対象とした
サステナビリティ研修の定期開催

PRB

5



2021年3月期通期 or 

2021年3月末
2022年3月期上半期 or 

2021年9月末
目標

(2023年3月期)

KPI

営業部門 ストック資産 18.2兆円 19.5兆円 21兆円

コンサルティング関連収入 134億円 83億円 278億円

買付顧客数 101.9万件 70.4万件 147万件

現金本券差引 8,877億円 3,242億円 2.4兆円／年

インベストメント・
マネジメント部門

運用資産残高 64.7兆円 67.8兆円 70兆円

ホールセール部門 収益/調整リスク・アセット1 6.4% 5.9% 6%以上

フィー・コミッション収益 約12.6億ドル 約6.5億ドル 13億ドル以上

経費率 91% 101% 80%以下

KGI

営業部門

税前利益

923億円 360億円 1,100億円

インベストメント・
マネジメント部門

910億円
(うち事業利益2 419億円)

599億円
(うち事業利益2 204億円)

600億円
(うち事業利益2 450億円)

ホールセール部門
643億円

(うち米国損失▲2,457億円)

▲34億円
(うち米国損失▲654億円)

1,500億円

3セグメント合計 2,476億円 926億円 3,200億円

2022年3月期上半期までの実績 vs. 2023年3月期ターゲット

2023年3月期に向けたKPI、KGIの進捗

1. ホールセール部門収益合計(金融費用控除後、年換算)を、ホールセール部門が使用する調整リスク・アセット(各会計期間の日次平均)で除したもの。調整リスク・アセット(各会計期間の日次平均)は米国会計原則に基づかない
指標で、 (1)バーゼル3規制のリスク・アセットと、(2)バーゼル3規制の資本調整項目を当社が内部で設定する最低資本比率で除して算出したリスク・アセット相当額の合計

2. インベストメント・マネジメント部門の事業利益は、投資損益(アメリカン・センチュリー・インベストメンツ（ACI）関連損益（保有するACI株式の時価評価損益、ACI株式取得資金に係る利息相当額、および当社がACIから受領した
配当金等が含まれる）、野村キャピタル・パートナーズ等の部門傘下の投資会社のファンドの損益、ならびに部門傘下の投資有価証券の損益を含む)を含まない
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本資料は、当社が発行する有価証券の投資勧誘を目的として作成されたものではありません。売付または買付の勧誘は、それぞれの国・地域の
法令諸規則等に則って作成・配布される募集関連書類または目論見書に基づいて行われます。

本資料に掲載されている情報や意見は、信頼できると考えられる情報源より取得したものですが、その情報の正確性および完全性を保証または約
束するものではありません。なお、本資料で使用するデータ及び表現等の欠落、誤謬、本情報の使用により引き起こされる損害等に対する責任は
負いかねますのでご了承ください。

本資料のいかなる部分も一切の権利は野村ホールディングス株式会社に帰属しており、電子的または機械的な方法を問わず、いかなる目的であ
れ、当社の書面による承諾を得ずに複製または転送等を行わないようお願いいたします。

本資料は、将来の予測等に関する情報（「将来予測」）を含む場合があり、また当社の経営陣は将来予測に関する発言を行うことがあります。これ
らの情報は、過去の事実ではなく、あくまで将来の事象に対する当社の予測にすぎず、その多くは本質的に不確実であり、当社が管理できないも
のであります。 実際の結果や財務状態は、これらの将来予測に示されたものとは、場合によっては著しく異なる可能性があります。したがって、将
来予測は、過度に信頼すべきではなく、不確実性やリスク要因をあわせて考慮する必要がある点にご留意ください。実際の結果に影響を与える可
能性がある重要なリスク要因として は、経済情勢、市場環境、政治的イベント、投資家のセンチメント、セカンダリー市場の流動性、金利の水準と
ボラティリティ、為替レート、有価証券の評価、競争の条件と質、取引の回数とタイミング等が含まれるほか、当社ウェブサイト
（https://www.nomura.com）、EDINET（https://info.edinet-fsa.go.jp/）または米国証券取引委員会（SEC）ウェブサイト（https://www.sec.gov）に掲
載されている有価証券報告書等、SECに提出した様式20-F年次報告書等の当社の各種開示書類にもより詳細な記載がございますので、ご参照く
ださい。

なお、本資料の作成日以降に生じた事情により、将来予測に変更があった場合でも、当社は本資料を改訂する義務を負いかねますのでご了承くだ
さい。

本資料に含まれる連結財務情報は、監査対象外とされております。
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